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東京23区の細街路整備とまちづくり
一密集市街地の修復を目的とした細街路整備のあり方について
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要約
本研究は、密集市街地を広範に抱えた東京23区における、細街路整備とまちづくりにつ
いて考察することを目的としたものである。
まず、幅4M未満の路線に関係する建築基準法の問題を「判定問題」と定義し、その解
決策とされるこ項道路の「個別指定」の要件について、行政内部資料調査等に基づき検討
している。その結果、「基準時」の変更が重要になること、変更時期については昭和40年頃
が望ましいことが明らかになっている。
次に、現在各区で実施されている細街路整備に関わる諸施策の全容を把握し課題を考察
するため、 f23区自治体行政担当者アンケート調査」を行なっている。その結果、東京23区
全体でみた場合、個別敷地の建て替えの際の幅4Mへの拡幅が、細街路整備の基本になる
ことが示されている。また市街化の経緯に即してみた場合、区部周縁区では、市街化のコ
ントロールが検討されてきた経緯を活かし、一層の「建て混み」が進む前に、区全体の細
街路網計画を土台としたまちづくり事業をすすめることが必要であることを述べている。
一方、第1次スプロール地域では、個別敷地の建て替え時の幅4Mへの拡幅が他の施策に
比べ先行していることがいえ、早期に区全体の細街路網計画を定め、各地区でのまちづく
りにつなげていくことが重要であることを指摘している。
最後に、細街路整備に取り組む行政側の体制について、次のことを論じている。東京23
区において体系的な細街路整備を進めていくためには、行政組織内部、すなわち都市計画
行政、建築行政、土木行政、まちづくり行政の、現状認識の共有と取り組みの連携が不可
欠であること。さらに、国や都からの重層的な補助金を活用している地区において、結果
的にまちづくりとしての細街路整備がすすんでいることから、東京23区の財政運営の自主
性向上が求められていることである。
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1.はじめに
東京区部においては、基盤整備がなされぬまま
無秩序に市街化の進んだ地域が区部面積の6割以
上を占め、日照・通風等の居住環境上の問題のほ
かに、災害時における延焼の危険性、避難・消防
活動上の悪条件といった防災上の問題も抱えてい
る。これらの地域には、幅員 4M未満の細街路が
多数残存し(図1)、狭小宅地や不接道敷地も多く、
建築物の建て替え更新が進まないために問題状況
が改善されにくい傾向にある。筆者ら (1996)は、
幅員 4M未満細街路密集地の特性として、建物の
老朽化に加え、高齢者の滞留がみられることを明
らかにした。居住者の高齢化が建て替え意欲の低
下を招くため、さらなる問題状況の固定化につな
がっている。こうしたことから、幅員4M未満細
街路の解消をすすめることは、密集市街地修復の、
突破口のーっとなることが考えられる。
一方、防災まちづくりの観点からは、中林(1997)
により、街区レベルで「幅員 6M以上の区画街路」、
及び地区レベルで「幅員 8~12M の地区防災街
路」の整備の必要性が提示されている。こうした
路線を、密集市街地においてどのように確保して
いくかは、緊急かつ重要な課題である。
そこで本研究では、次の2つの視点、から考察す
る。まず第1に、建築確認と連動した4M幅員の
細街路整備を、いかに有効に進めていくかという
視点。建築基準法の最低幅員 (4M)未満の細街
路の解消が、遅々としてすすまないことに関して
制度上の問題点を明らかにし、解決策を探る。
2 点目は、防災上重要な幅員約 6M~12M の路
線を、各自治体が都市計画上どのように位置付け、
いかなる事業手法を適用し整備していくかという
視点である。これらの視点から、東京23区の細街
路整備の動向を明らかにし、密集市街地における
細街路整備あり方について、考察することを目的
とする。
研究方法としては、以下のアンケート調査を行
なった。
アンケート① r狭あい道路(細街路)の現状と
計画・制度に関するアンケート調査J 1) (以下、 23
区自治体行政担当者アンケートという)
アンケート② r2項道路 f個別指定』アンケ
ート調査J (狭あい道路研究会他(1993)により明
らかになった16自治体対象。)
行政内部資料調査 r豊島区建築部指導課道路
調査資料」よりデータ収集。
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図1 4M未満接道+不接道住宅割合
2.建築基準法上の問題点と解決策
2. 1 判定作業の実態と判定問題の影響
本論では、高見沢ら(1980)により、「既成市街
地の狭あい道路問題の縮図」と指摘される r2項
道路問題J (図2)のうち、最も対策の遅れている
(1)を「判定問題」と定義する(図3)。東京23区を
事例として「判定問題」の影響について分析する
とともに、解決策としての建築基準法改正提案の
具体化を検討する。
(1)2項道路の存否・位置に坦主畳
現状把握が十分でないこと
(2)4mへの鉱舗が遅々 として進まないこと
(3)後退用地の聾舗・維持管理を離が・いつまで
-どの程度行うか明確にされていないこと
図2 高見沢他(1980)による r2項道路問題」
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く、不動産売買にも関わっていることがわかる。
接道条件が宅地の価格を左右することから、より
厳密な判定を求められることになるが、一方で判
図3
(1)基準法上の道路の存否図4、5から、基準法
上の道路の存否についての判定作業は、ただ単に
建築計画に際した確認業務の一端というだけでな
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定の決め手となる基準時当時の証言(図6)は関
係住民の高齢化とも相侯って年々得られにくくな
っており 2)、6割以上の区で「結論が出せない場合
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図6 聞き取り調査の実施と結果の参考程度
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図7 判定作業の結果結論が出せないケースの有無
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図8 判定の結果道路にならない場合の対処方法
がある」と答えている(図7)。又、図8から判定
の結果道路にならない場合の対処方法としては、
直接的な問題解決につながらない対応しかなされ
ていないケースも少なくない点が明らかになっ
た。
(2)判定問題と街づくり
次にアンケート①の結果を指標化し、判定問題
が街づくりに対して与える影響についてみた。「判
定作業の際のトラブル」等に関する回答から判定
問題の有無(深刻度)を測った結果、 4M未満細
街路率の高さに拘わらず区による差異があり、結
果的に判定問題の少ない区でまちづくりの視点か
らの細街路整備が進んでいることがわかった(図
9 )。このことから、判定問題の存在が行政として
の明確な根拠に基づく迅速な判断を妨げているた
め、行政と住民の協力、住民同士の協力にマイナ
スの影響を及ぽしていることが推察される。
以上から、判定問題の解決は、地域の実情や住
民意向を踏まえながら進めていくこれからの密集
市街地でのまちづくりにとって、最低限の条件整
備であると考える。
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図9 r判定問題の深刻度」と「自治体まちづくりによ
る細街路整備進捗度」との関係
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2. 2 判定問題の解決に向けた提案
東京における判定問題の解決促進に向けて井上
ら(1981)は、 2項道路に関する法制度システム
を、現在の東京都一括告示による指定から個別指
定へと切り替えていくことを提案している。そこ
で本論では、アンケート②の結果から、その具体
化を検討することとする。
現在個別指定を実施している全国10自治体はい
ずれも、 2項道路判定の基準時と個別指定開始時
期との間隔が30年未満(長崎県の33年を除く)で
ある(表1)。このことから、東京区部においても
個別指定を実施するには、基準時の変更が必要で
あるといえる。そのためには建築基準法の改正が
必要であり、建設省の判断を待たなければならな
いが、東京23区建築行政の立場からその要件を検
討したところ、提案としては次のことが言える。
当時の関係権利者の 2/3以上が、現在まで居住
を継続しているとみられるのは昭和40年であり
(表2)、その時期に基準時を変更することが望ま
しい。その上で、道1本1本についての即地的な
扱いを明確にしていくことが求められている。
表1 基準時，特定行政庁になった時期及び個別指定
を開始した時期の関係
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表2 居住開始年度別証言者数
(1994年豊島区道路調査資料データより)
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3.建築基準法に依拠した細街路整備の
現状と考察
まず、細街路整備論の第1の視点、として、建築
確認と連動した 4M未満細街路解消をいかに有効
に進めていくかという視点から、各区の取り組み
の現状を考察する。先に述べた23区自治体行政担
当者アンケートのうち、調査票(B)の結果から、
r 4M未満の絶対量(表3のAの値)に対する拡幅
整備済件数(表3のDの値)の割合」により、 4
M未満細街路の解消度を評価する。その際の「拡
幅整備済件数」は、将来的な担保性のある整備が
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表3 拡幅整備事業進捗状況評価のための指標その l
※BCDの値l立本研究アンケート調査H4-6年度データによる
{文京l孟H5-7盗事庫デ-~.車車馬IまH7年度データ使用)
表5 4M未満細街路問題に対する対策とその実績
A 
んで
いない
表4 拡幅整備事業進捗状況評価のための指標その2
D ，* し /E
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表6 4M未満細街路問題に対する対策と実績の関係
※川 V今日は実績の上がっている区
4M朱満細街路多とl草、表2のAの値が
区部平均以上であることをいう
事業窓口への跨導(対懐けがすすんでい
るとは、表3のC'/Eの値が80%以上であ
ることをいう
拡幅益備実現までの誘導{対策2)がすす
んでいるとは、表2のD/Cの値が区郎平均以
上であることをいう
実績が高いとは、表2のD/Aの値が区郵平
均以上であることをいう
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行なわれた件数に限定し、 L型側溝・縁石・石杭
等の新移設、あるいは路面の整備までが行なわれ
た件数で実績を測るものとする。なお4M未満の
絶対量を表わすデータとしては、各区における 4
M未満細街路の量的把握が十分でないため、 H5
年度住宅統計調査報告による 4M未満接道住宅数
を用いた。 4M未満細街路に接する建築物の用途
は、住宅が大部分を占めると考えられるためデー
タとして妥当でbあると想定した。
表3、4のデータのそろった17区でみた場合、
4M未満細街路問題に対する対策と実績及びその
関係は表5、6のとおりである。なお、表中に使
用する用語の定義は以下のとおりとする。r4M未
満細街路多J.表3のAの値が区部平均以上であ
ること。「事業窓口への誘導3) (以下、対策1とい
う)がすすんでいるJ.表4のC'/Eの値が80%以
上であること。「拡幅整備実現までの誘導(以下、対
策2という)がすすんでいるJ.表3のD/Cの値
が区部平均以上であること。「実績が高いJ.表3
のD/Aの値(4M未満細街路解消度)が区部平均
以上であること。
17区全体を通じてまず言えることは、 4M未満
解消の実績が上がっている区は全て、事業窓口へ
の誘導(対策1)がすすんでいるという点である。
このことから、確認申請の段階で区の姿勢を明確
に示し、積極的に拡幅整備窓口への誘導を図って
いくことが重要であることがわかる。特に 4M未
満細街路が少ないエリアでは、事業窓口への誘導
(対策1)が進んでいればその後の拡幅整備実現
までの誘導(対策2)がすすんでいなくても、 4
M未満解消の実績が上がっている(3区中 2区)。
4M未満細街路が多いエリアでは、事業窓口へ
の誘導(対策1)が進んでいても拡幅整備実現ま
での誘導(対策2)がうまく行かないと、 4M未
満解消の実績には結び付いていない(3区中 2区
は実績低)。一方で、拡幅整備実現までの誘導(対
策2)がうまくいっている区は全て、 4M未満解
消の実績が上がっている(6区中6区)。すなわち
4M未満細街路の多いエリアで特に重要な点は、
事業申請がなされてから実際に現場が拡幅整備さ
れるまでを、いかに誘導していくかであることが
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わかる。このことは、行政が組織聞の業務の連携
を密にして、より積極的に個々の現場の進行過程
に関わっていくスタンスを持つことが必要である
ことを意味している。また行政側の努力に左右さ
れる対策 1に対し、対策2の方は実際に現場が築
造されるまでを含むので、区側が全面的に整備を
行なう場合であっても関係住民の真の理解が不可
欠である。このことから拡幅整備事業の推進に際
しては、関係住民の納得が得られるような行政側
の姿勢と十分な説明が、実績をあげる上での重要
なポイントであるといえる。
4.自治体都市計画及び地区まちづくり
事業による細街路整備の現状と考察
次に、整備論の第2の視点として、防災上重要
な幅員約6M-----12Mの路線を、自治体の都市計画
にどのように位置付け、いかなる事業手法を適用
し整備していくかという視点から、現状を考察す
る。
4. 1 各区の都市計画上の位置付け
23区自治体行政担当者アンケート調査票(D)の
結果から、区全域の道路網計画に関し何らかの動
きをとっているのは23区中11区で、区部周縁区に
多いことがわかった(図10)。
なお、「基本方針のみ(1区)J、「策定中(2区)J
を除く 8区についてみると、路線名称(表7)に
ついては、統ーした呼び名は無い。しかしいずれ
の区も、幹線道路系と生活道路系との区別を意識
した名称の付げ方となっていることがわかる(幹
線道路系とは幹線・補助幹線道路レベルを指し、
?『
? ? ?
。 。
?。 ? ?
???
???
区自F周緑区都心区と
郵心周辺区
図10 区全域をカバーする道路網計画の有無(地域別)
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表7 計画の諸元その 1(路線名称)
表8 計画の諸元その 2 (道路の段階的構成)
生活道路系とはそれより細かいレベルを指す)。
道路の段階的構成(表8)について、各区でお
おむね共通している部分に注目すると、次のよう
な段階構成を目標とした計画になっているとみる
ことができる。すなわち幅員15'"'-'20mの補助幹線
道路を 1km間隔に I本、幅員8m以上の地区内主
要道路を500m間隔に 1本、幅員 6m以上の主要
区画道路を250m間隔に 1本、幅員 4m以上の区
画道路を100m間隔に l本というのが、各区の計
画のおおむね共通した部分といえる。
さらに計画の詳細度と具体性であるが、表9に
明らかなとおり、具体化方策有と答えた区で多い
のは生活道路系の路線である。このことから、道
表9 区全域道路網計画の詳細度と具体性
路に関する基礎自治体レベルの計画の中心は、生
活道路系であるといえる。
4. 2 各地区のまちづくり事業による取り組み
アンケート調査票(E)の結果から、特定の事業
地区において細街路網計画をたてている区が16区
(57地区)あることがわかった(表10)。その位置
を示したものが図11である。事例について回答の
無かった区は、都心及びその東部に集中している
(都心3区と台東、渋谷、江東、江戸川)。また、
先に述べた全区的な生活道路網計画と併せもって
いるのは、新宿、世田谷、豊島、板橋、練馬、足
立、葛飾の7区であった。これらの区は従来から
図1 まちづくり事業地区内細街路整備事例位置図
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木賃ベルト地帯といわれ、修復型まちづくりを先
進的に取り組んできた地域に概ね一致する。
表11は、表10の57地区のうち具体的に地区内の
細街路整備が進んでいるところをピックアップし
たものである。これによると、実際に細街路整備
が進んでいる20地区のうち13地区が、地区計画有
と答えている。また、 20地区のうち 7地区で複数
の事業手法を適用していることがわかる。一方、
この20地区以外の37地区では複数の事業手法適用
地区が8地区にとどまっている。このことから、
「地区計画の策定」と「重層的な補助金制度の活
用」が、現状におげる整備の進行に何らかの効果
を及ぽしていると考えることができる。
表10 まちづくり事業地区内細街路整備事例一覧
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4. 3 東京23区における細街路整備のあり方
以上、 2つの視点からみてきた細街路整備の現
状と、市街化の歴史的経緯(図12)との対応関係
を整理したものが表12である。以下、各区の地域
特性とこれまでの実績を踏まえて、各区の細街路
整備のあり方について論じる。
凡伊j
冒震災復興土地区画鯉
施行区域(1924-1930年}
及び「戦前・基盤整備
施行区犠(1930年代以降}
鴎:山スプロ叫域J
(19∞年代-1920年代)
間 rt日緑地地域指定
区繊J (1948-19西，9~芋}
資科;:百回頼房(1987) r日本近代都市計画の百年J. 自治体研究社
高見沢邦郎(1996) r東京緑地計画から生産緑地制度まで
一東京都周辺区部の市街化抑制をめぐる 70年一i
f都市計麗と都市形成J刊行養員会編
図12 東京23区の都市基盤形成に影響を及ぼした歴史
的経緯
(1)1型-1・I型ー I型(港)
(千代田、中央、台東、江東、墨田、港区)
このエリアは、震災復興区画整理施行区域を含
み、細街路の問題が区部の中では最も少ない。
都心3区では、整備に関し目立つた取り組みが
行なわれていなしユ。特に千代田、中央区について
は、区画整理事業施行済区域が大半を占めるため、
図1のとおり 4M未満接道+不接道住宅割合が、
それぞれ10%強、 15%強と比較的低いことが影響
していると推察される。一方、港区については4
M未満の細街路が他の2区に比べ多いため、拡幅
整備事業の導入が望まれる。台東区や墨田区のよ
うに、戦前の焼け残りや第1次スプロールによる
基盤未整備エリアが区面積の半分近くを占める場
合は、現在行なわれているような個別建て替え時
の4M未満の解消を促進することで、道路基盤の
ボトムアップを図る方法が有効であると考える。
その上で、月島、谷中、砂町地区のように狭小宅
地や不接道敷地が多く、建物更新の進んでいない
特定地区に対しては、京島地区(図13)等の先進
事例叫を参照しながら、住環境整備関連事業手法
との連携で、まちづくりとして細街路整備を図る
必要がある。
(2) l'型(文京)ーI型ー1・I型
(文京、新宿、品川、渋谷、中野、豊島、北、荒
表1 まちづくり事業地区内細街路整備進捗地区一覧
匡名 地匿名 圃愚.策手法 地区 実績
酎蘭 (1996年時点}
量図E 東島地区 除場開軒旬司量崎弘主盤整里担咽旬軽重重J!lÍJ:;~"，i<Ji ・・閣. . . 11 量・ilI駒10'臨
品川匡 線量の務企画属辺地区 防民生活圃亜遭.1提 地区紡貫道路1(編員6-8M)骨鉱舗且tJ，斬置 鴛用地買収濠嗣15%
H 地E肪斑道路1(幅員10M)のlIi:・!WI野町 用地置JiI!涜駒90%， 地匡動車遍路側{備員6-7.5M)の拡幅&tJ，;草野町 所有権量理終7
目黒匡 綜詰め穫量園周辺地区 防民生活圏盤量・. 8111. (幅員6.5-8M)の主主編 11 用地買収潰柄40%
H E路織{幅員6M)の鉱帽1!tJ，輯置 用地買収ilI1∞%
世関谷区 太子量2'3T園地区 唖匡袴重要望J虫歯k'l/:量置貫主主宰掛厘艶・S嘩揖量:帰] f! 空間量・にはほぼ1(泊%協力
土罵・野沢地区 木造貫置住宅地E聾備程違憲覇権 領空間聾ーにはほぼ100%協力
jt担3.4T白地匡 地区酎爾，建聾条剖 膏 1993年度末現在用地買収準葺沢通り16%いなり通り14%掴省通り3%
中野E 爾台4丁島地E 草壁鋤住宅布画地盤慣怪量‘.:f坦}ン梧査官揖笹宅埴直聾・E董・..0邸}・: ふ有 瞳て笹え物件の800旨-90%lIi:舗実現
平和の窓公歯周辺地区 連副佳# :申書l:/.植問触榔輔僻融・4事1・・ー : 令書 直て嘗え物件の80'包-90%舷幡実現
杉並E 置糸圃験場跡地周辺地匡 垂書範轟住主単壇?世壷静喧也量耐櫨面嘩喧.量Fh-C句園1i:ン)'>t<柚量量地重信問宅極地盤，蜘a・骨桂量車a闘1-噸t串1}:・・ ・ f 用地震収滞納50%
気象研寛所跡地周辺地E 書 用地買収済酎80苅
宮前2丁層地E 有 用地買収滞納50%
豊.直 緩司が谷墓地局辺地区 東温り革偏量・e・11(郡市防車不熔イヒ哩量司.11関連} 1 11996年宣終了予定
Jl池畠4・s丁目ltlK 田町'柿開制匙闘相・;本編瞬間開句議mi・j:ん ・ i めー '医師提道路A1995年置鍵了
瞳属医 春日町1・2丁白地巨 有 聾.実績29%(95年塵末現在)
早宮2T白地巨 '事:岨・実槙引%(95年度来現在}
図柄5T園地E 九省 盤・実蹟15%(95毎度棄現在}
高野省 JT白地臣 膏 聾.実.40.臨(95年度末現在)
-世1.2T園地区 有 盤情実績45%(95年度末現在)
春日町6丁目穐臣 省 量償費揖63%(95年度末現在)
li!n区 圃厳1丁目地区 コミュニティ住環頃盤情事第 1 1.五幡必裏薗輔の抽10%整備涛
本木2Tfa地区 省Pよみ環境聾・・2貧 無 盆E緬路線延長の抽20略按備涜 (93年度調健在)
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}lI、目黒区)
第 1次スプロール地域に含まれるこれらの区で
は4M未満の密集したエリアが広範囲に広がり、
特にI型の区などはほぼ全域に散在している。
そのため個別建替え時における 4M未満の解消
が他の地域に比べ圧倒的に進められている o しか
しながら全区的道路網計画策定済みの区は少な
写真l 片側拡幅による幅員8Mへの整備例
(京島地区)
く、地区まちづくり事業による細街路整備も事例
の広がりが得られていない。
この地域において最も実効性ある細街路整備の
方策は、現時点では個別敷地建替え時の拡幅整備
事業の継続である。しかし、狭小宅地や不接道敷
地などのため、拡幅整備事業を推進しでも、個別
の建て替え更新自体が停滞してしまう傾向にある
地区については、総合的なまちづくりを展開する
必要がある。
(3)1II型-1II・ IV型-IV型
(大田、葛飾、世田谷、杉並、板橋、練馬、足立、
江戸川区)
この地域は、 1968年新都市計画法施行時に緑地
地域廃止と「土地区画整理を施行すべき区域」の決
定がなされた際、それに伴う措置として細街路網
の「予想図」が作成されていたという経緯が存在
する。高見沢 (1996)によるとその運用は十分に
はなされなかったということであるが、一定の面
表12 市街化の歴史的経緯と現在行なわれている細街路整備との対応関係
都市基盤形成に影響を及ぼした 型※ 区名 細街路の問題 細街路整備の重点施策
歴史的経鎗 4M未満接道 個別建替時の 全区的生活 事業地区内
+不接道 4M未瀦解消 道路網計事 綱街路網計画
住宅割合が高い が進んでいる 有 有
千代田
l型 中央
|日 震災復興区画盤理 台東 O 
1924-1930年 江東
江 I .1型 .回 O O 
戸 l'型 港
震災復興区画登理なし 文京 u U u 
l' ・H型 新宿 U O O 
品川 O O O 
渋幸喜 O O 
1.第一次スプロール 1型 中野 O O O 
1900年代-1920年代 豊島 O O O O 
~t O O 
荒川 O O O 
1・1裂 目黒 u O 
11.戦前・基盤整備 1型 大田 O 
{耕地整理・区扇聾理・建築線) 葛飾 O O O 
1930年代以降 世困谷 O O O 
1 .IV型 杉並 O O O 
板橋 しJ O O O 
IV.旧・緑地地織指定 練馬 O O 
1948-1969年 IV型 足立 O O 
江戸川
※蚕匿の逼~O)面積が蘭係子事雇亙両雇車書記墓ヲき分類
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ヨーilim細面医畜道路の計画
CD両側とも老桁建物が書く、轟件はほぼ同じなの
で両側拡幅とする。
②両側ともほぼ轟件は同じだが 片側に耐火建物
があ吾ので、これを生かして 片側拡幅とする。
③現状で幅員が確保されているので そのままと
する。
④街区の艶行め狭く替る7ちを避け 老朽建物が害
く、建物立体化の"醤の世主い方としで南側へ拡
帽す吾。
車J ⑥の樟形に合わせる。
⑥既存の道路形状、宅地形状が裡維なので 鰻も
合理的な韓形を選択する。
⑦既存の公園を生かし 老朽建物が書く、建物立
体化の影曹の少ない方として甫側へ拡幅する。
ー)⑦と離形を合わせ吾方同で南側へ施帽するυ
⑨商欄とも条件がほぼ同じであるので両側拡幅と
する。既に この計画に合わせて建物を建替えて
いる部分がある。
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⑩たから通りで'2，との軸を合わせ 他は立体化
の影響の安在い南側へ拡幅する。
⑩ 老朽住宅密集地区内におさめる。建物立体化
の影響の少苦い方として南側へ拡幅する。
⑫ 現道を効率よく利用する。たがら通りで自と
軸を合わせる。
。慌lとの斐葺部を合わせる。その他の部分は轟
件がほぼ同じ在ので両側拡幅とするe
，jl 老朽建物の事い方で 裏側の環壇改善に効果
的な方向である西側へ拡唱する。
⑩ 明治通リの入口部分は l 韓形を合わせ、老朽
建物の多い方へ拡幅する。
事 街区の奥行きが深く t 老桁建物の事い方で
建物の立体化の監響力守少ない方として南側へ拡
帽する。
⑩ 建物の立悼化の影響力マ少苦い方として南側へ
鉱帽する。
⑩現状7mでほぼ輯能を果たせるので そのま
まとする。
ni (事の道路に直受させて主博としては 建替え
轟件を考慮して両側拡帽とする。
" 現状のぎをまとする。
(;il葡庖街道路の拡幅¥;tし苦い。
画歩行者優先蹴(幅員側
面
回一蜘 CD 
(1994年京島地区まちづくり協議会編集・京島まちづくりセンター発行、
京島地区まちづくりニュース NO.llより抜粋)
図13 京島地区の生活道路計画
的な広がりをもっ細街路網計画に関して歴史的文
脈をもっているといえる。
区全域をカバーする細街路網計画の策定を先行さ
せるべきであると考える。一方、この地域には第
1次スプロール地域にその区域の一部が含まれる
区も存在し、限定された範囲内に道路基盤の劣悪
な地区を抱えている。このような地区においては、
このことを反映して、アンケート調査票(D)
においても、 8区中5区が「全区的生活道路網計
画有」と答えている。このような経緯を尊重し、
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地区サービス道路の整備(・・:一次整備.11111 :二次整備)
代替地・通円抜け路用地
(ゲートホール場)
建替提案木賃事業
協調建替壁面fあE
f昔地ポケットパーク
ショッピングプロムナード
整備事業
a‘ スミ-1:刀
-・・・道路拡幅
(1985年世田谷区都市整備部街づくり推進課発行「太子堂まちづくりパート 2Jより抜粋，加筆)
図14 太子堂地区のまちづくり計画
世田谷、杉並区にみられるように、地区を限定し
路線を指定して、重点的に事業展開を図る方法(表
10、図14参照的)が、関係住民の理解も得られやす
く、結果的に着実な整備を進めている点で有効で
あると考える。
さらに全体的に 4M未満がそれほど多くない地
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域については、足立区が全域で進めている、重点
的拡幅路線の指定(幅員 4M、6M中心)を行な
うことにより、計画的に市街地全体として道路網
のメリハリ(段階的な秩序立て)を確保しようとす
る方法が注目される。ただし、アンケート調査票
(B)の自由回答の中で、「拡幅整備事業と都市計画
行政との関連で直面している問題」として「助成
対象になる路線とならない路線の格差の問題」が
指摘されており、この点に関する留意が必要であ
る。
5. まとめ
5. 1 幅員4M未満細街路整備に関する制度上
の問題点について
今日、 f2項道路」の判定作業は、建築物の建築
のみならず不動産売買とも密接な関連性を有し、
より迅速かつ厳密な判断が求められるようになっ
てきている。しかし一方東京都では、告示に基づ
き基準時要件による f2項道路」の一括指定を行
なっているため、今だに昭和25年にさかのぽって
調査を行なわなければ、建て替えの可否、敷地面
積等について判断することのできない路線が存在
する。道1本 1本についての即地的な行政上の扱
いについて、明確な根拠に基づく迅速な判断が行
なわれないことが、住民による行政不信、住民間
のトラブル等の原因ともなっている。これらのこ
とから、「判定問題」の解決は、 4M幅員を確保す
る狭あい道路拡幅整備事業の推進のみならず、行
政と住民・住民相互の協力関係が不可欠である地
区レベルのまちづくり推進にとっても、重要な課
題である。
解決策の具体化に向けては、本研究調査により
次のことが明らかになった。すなわち、 4M未満
道路の f2項道路」としての個別指定を開始する
には、基準時の変更が前提条件であること。そし
て、仮に基準時を昭和40年に変更するならば、判
定問題の解決促進につながると考えられることで
ある。
写真2 幅員6Mへの拡幅整備例(太子堂地区)
5. 2 東京23区全体からみた細街路整備の
あり方について
広範な密集市街地を抱えた東京23区の細街路整
備にづいて、まず第1にいえることは、上記の制
度上の問題とともに、個別敷地の建て替えにあわ
せた幅員 4M未満の解消が、整備の基本になると
いうことである。現在各区(都心3区を除く)で
進められている、狭あい道路(細街路)拡幅整備
事業の、より一層の推進が求められる。
そのためには、関係住民の理解・納得が得られ
るような、確認申請の事前段階から整備後の管理
に至るまでの、行政の一貫した姿勢と誘導システ
ムが必要である。先進的な取り組みを行なってい
る区では、建築確認担当部署と拡幅整備担当部署
との連携、さらには2項道路等の調査・判定担当
部署や整備後の道路管理担当部署との連携によ
り、事業実績を上げていることは注目に値するo
なお、この事業を推進していく上で、先に述べ
た制度上の問題解決が、重要な条件整備になるこ
とを再度確認したい。
一方、狭小宅地や不接道敷地が多いため、個別
の建て替え更新自体が停滞する傾向にある地区に
ついては、まちづくりの中で、建て替え促進と組
み合わせた細街路整備をすすめていくことが求め
られている。この点に関しては、先進事例地区(例
えば太子堂地区など、表10参照)にみるように、
法定地区計画の策定と、各種住環境整備関連事業
の重層的活用が有効である。
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5. 3 市街化の歴史的経緯に即してみた
細街路整備のあり方について
23区を市街化の経緯に即してエリア別にみた場
合、次のことがいえる。
まず1点目は、都市計画道路より細かいレベル
の道路網計画については、区部周縁区とそれ以外
とで、取り組み方に相違がみられることである。
区部周縁区では、特に旧緑地地域に含まれる区(足
立、練馬、世田谷、板橋)を中心に、全域の細街
路網計画をもって細街路整備を進めている区が多
い。これらの地域では、計画的市街化コントロール
が検討されてきた歴史的経緯を活かし、一層の建
て込みが進展する前に、全域道路網計画を下敷き
とした地区まちづくりによる生活道路整備、拡幅
整備事業の展開が求められている。
次に 2点目として、第1次スプロール地域を中
心とした密集市街地を抱える区(新宿、品川、渋
谷、中野、豊島、北、荒川、目黒)では、個別敷
地建て替え時の拡幅整備事業や、特定地区におけ
るまちづくり事業の推進が、区全体としての道路
網計画の策定に先行していることである。しかし、
全ての道が建築基準法の最低基準を満たせば、街
全体の安全性・快適性が保たれるわけではない。
また、個々のまちづくり事業地区の中で部分的に
検討される生活道路が、体系的な細街路整備に必
ずしもつながるとはいえない。よって、早期に区
全体としての道路の段階構成や、地区まちづくり
計画との有機的つながりを考慮した、細街路整備
方針・誘導体制の確立が求められている。
5. 4 細街路整備に取り組む行政側の体制
について
まず第1に、東京23区において体系的な細街路
整備を進めていくためには、行政組織内部、すな
わち都市計画行政、建築行政、土木行政、まちづ
くり行政の、現状認識の共有と取り組みの連携が
不可欠であるといえる。
第2に、複数の事業手法を適用し、国や都から
の重層的な補助金を活用している地区において、
結果的にまちづくりとしての細街路整備がすすん
でいる点が明らかになった。現在東京23区は、「都
区財政調整制度」という、特殊な財政システムの
下にある。今後23区が基礎自治体として、地区レ
ベルのまちづくりについて独自のプランをもち、
より一層多様な補助金制度の活用を行なっていく
上で、さらなる財政運営の自主性向上が求められ
ているといえよう。
5. 5 今後の課題
本研究では、東京23区の細街路整備とまちづく
りに関して、まずその最低限の条件整備として制
度上の問題点に触れ、影響と解決策について述べ
た。その上で、現在各区の各部門で実施されてい
る、細街路整備に関わる諸施策について、全容を
把握し課題の考察を行なった。しかし整備のあり
方については、区単位での分析にとどまり、地区
ごとの取り組みの詳細について踏み込むことがで
きなかった。
今後の課題は、まちづくりとの連携で細街路整
備をすすめている地区について、詳細な分析を行
なうことである。それを踏まえて、各々の地区の
地域特性と、そこで展開されている細街路整備の
具体的方策について類型化を行ない、関連性を探
る必要がある。
}王
1 )現在各自治体で取り組まれている、細街路整備に
関する諸施策の全容を把握するため実施した。調
査項目は次のとおり。①細街路の現状②制度上の
課題③狭あい道路(細街路)拡幅整備事業の進捗
状況④生活道路網計画の現状⑤各種まちづくり
事業地区内における細街路整備の実態。対象は23
区細街路整備担当とし、根拠法ごとに管轄が分か
れている現状を踏まえ、 (A)道路調査・判定担当
宛、 (B)拡幅整備事業担当宛、(C)建築確認担当
宛、(D)都市計画担当宛、(E)地区まちづくり事
業担当宛、(F)道路管理担当宛、以上6種類の調
査票を用意した。実施は'96年4月で郵送による配
布・回収を行ない、回収率は100%であった。
2 )筆者ら(1996)は、基準時当時を証言できる人の
割合が、約 4 割 (1980年~1984年)から約 3 割
(1990~1994年)へと、急速に減少していること
を明らかにした。
3)具体的には、建築確認担当部署が建築確認申請の
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際に、事前協議や添付書類等によって、拡幅整備
事業担当部署との接触を誘導していることを指
す。
4 )密集市街地の防災性向上の観点から重要な意味を
もつ、幅員 8Mの路線を地区まちづくり計画の中
で明確に位置付け、片側拡幅により買収件数を減
らすなどの工夫を行ない、整備率約10%(延長116
m)の整備を実現している。
5 )太子堂地区のまちづくりでは、防災面からの細街
路整備を進めてきた。その中でも、円滑な防災活
動の推進に向けて、震災時にも機能しうる道路と
して100m~200m 程度の間隔で幅員 6m程度に
整備するとともに、身近な生活道路の整備とし
て、優先的に 4m未満道路の解消をはかる子路
線、行き止まり路の解消、隅切りの確保などを整
備してきた。
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The aim of this research is to examine ways to improve narrow streets and redevelop extensive 
densely built-up areas in the 23 wards of Tokyo. 
Firstly， the authors define issues， termed “judgement issues" (issues requiring judgements) in 
the Building Standard Law， that concern roadways less than four meters in width. These issues are 
judged and solved case by case， based on certain requisites. We examined these requisites by 
referring to government internal documents. The authors believe that the reference year used in these 
requisites was inappropriate， and should be changed to around 1965. 
Secondly， the authors conducted a survey of street administrators{civil servants) in the 23 wards 
to get an overall view of ward policies on narrow street improvement. The survey found that in the 
23 wards as a whole， the basic method of “improving" narrow streets is to widen the street to four 
meters when houses are rebuilt. 
The authors highlight the following two issues; firstly， in the fringe areas of the 23 wards (or in 
areas where efforts to control urbanization are made) city planning projects need to be conducted 
based on the ward-wide narrow street network plan before these areas become further congested. 
Secondly， inthe areas where sprawls occurred first， street width expansion to four meters at the time 
of house reconstruction started earlier than other city planning measures without having a ward -wide 
narrow street network plan. Such plans should be prepared early on and be linked to urban renewal 
projects in each area. 
Lastly， the authors make the following two arguments related to the government administration 
systems of narrow street improvement: firstly， different sectors of the government， e. g. city 
planning， construction， civil engineering and urban renewal must have a common recognition of the 
present situation and must coordinate their actions for a systematic narrow street improvement in the 
23 wards. Secondly， the 23 wards should have more autonomous financial management， since it is 
noted that the level of narrow street improvement is high in areas utilizing subsidies from the Tokyo 
Metropolitan Government and the national government. 
